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Ⅰ 総論的事項 

 

安藤委員 

■改正障害者基本法の施行後 3 年の見直しについて 

平成 23 年 8 月 5 日施行の障害者基本法の改正法の附則第 2 条では「施行後 3 年

を目途とした検討」規定があり、すでに同法施行から 3年を経過していることから、

障害者基本法の見直しに向けた議論を障害者政策委員会で開始すべきである。 

 

■第 4 次障害者基本計画と第 2 回政府報告との関係について 

障害者権利委員会の「障害者権利条約第 35 条第 1 項に基づき締約国によって提

出される、条約が指定する文書に関する指針」（日本障害フォーラムによる日本語

訳）では、 

障害者権利委員会に提出される、条約が指定する文書では、共通基幹文書に掲

載されている情報を繰り返したり、締約国によって採択された法律を単に列挙し

たり、説明したりするだけではいけない。むしろ、締約国の領土または管轄区域

内の、あらゆる種類の障害を持つすべての人による、条約で認められている権利

の完全な実現に影響を与える法律と慣行の最新動向に関する分析情報を考慮し

つつ、条約第 1 条から第 33 条までの実施に関する法律上および事実上の具体的

な情報を盛り込まなければならない。また、前述の目標に向けてとられた実質的

な措置と、それによって達成された進展に関する詳細な情報も含めなければなら

ない。… 

とされている。 

また、第 21 回障害者政策委員会（平成 27 年 5 月 29 日開催）でのロン・マッカ

ラム氏のご講演でも、 

…国が成し得たこと、そしてまだ足りないことを詳細に書き、正直であるべき

です。 

とのご指摘があった。 

これに対して、わが国の第 1回政府報告では、たとえば障害者の地域生活を支え

るサービスとして、障害者総合支援法のサービスメニュー、利用者数とサービス提

供量の推移、第 4期障害福祉計画の成果目標と進捗状況などが紹介されている。 

しかし、これらの内容は同指針の要求水準を満たすものではないと考える。 

したがって、たとえば障害福祉サービスの支給水準などについて、地域差を含め

た国内の現状を把握するように第 4次障害者基本計画をデザインし、そのモニタリ

ングが、そのまま第 2回政府報告に転用できるようにすべきである。 

 

■障害者基本計画の計画期間について 

障害者基本計画のモニタリングを通じた条約履行のモニタリングという観点か

ら、障害者基本計画の計画期間を政府報告のサイクルに合わせるべきである。 

（例）第 4次計画：平成 30 年 4 月 1 日～平成 34 年 3 月 31 日（4ヵ年） 

第 3次計画の最終モニタリング：平成 29 年度までの進捗状況 

第 4次計画の中間モニタリング：平成 30 年度までの進捗状況 
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第 2 回政府報告：平成 32 年 2 月 19 日 

第 4 次計画の最終モニタリング：平成 34 年度までの進捗状況 

第 3回政府報告：平成 36 年 2 月 19 日 

第 5 次計画：平成 34 年 4 月 1 日～平成 38 年 3 月 31 日（4ヵ年） 

第 5次計画の最終モニタリング：平成 38 年度までの進捗状況 

第 4回政府報告：平成 40 年 2 月 19 日 

第 6 次計画：平成 38 年 4 月 1 日～平成 42 年 3 月 31 日（4ヵ年） 

第 6次計画の最終モニタリング：平成 42 年度までの進捗状況 

第 5回政府報告：平成 44 年 2 月 19 日 

 

飯塚委員 

●意思決定の尊重を重んじた適切な治療と支援の提供が出来る計画のための実態

把握と対策の視点 

わが国では家族扶養・自助が前提とされているが、本来、公的責任において社会

的扶養・公助を原則としてしかるべきで公的保護者制度と所得保障を確立すべく計

画を求める。 

精神科医療における強制入院については、入院中の権利擁護制度が保障されてい

ない。権利保障をするために、強制入院を必要最小限とし、入院時から退院するま

での間の権利保障を監視する第三者機関の設置や罰則規定の制定が最低限必要で

ある。 

例えば、障害者権利条約第 12 条第 2 項の法的能力については、障害者権利委員

会一般的意見（第 1号）によると「権利能力」のような法的地位に関する能力と「行

為能力」のような法的行為主体に関する能力の 2つが想定されている。すなわち、

行為能力の制限を伴う医療保護入院や成年後見制度は障害者権利条約に抵触し得

る。また、限定的な運用が前提で、補充性要件を設けた最終選択肢という観点が重

要である。 

とりわけ、医療保護入院制度の非自発的入院における公的保護者制度の確立と本

人の意思決定を無視しない自由かつ完全な合意を築ける対策が求められる。精神科

医療でもインフォームドコンセントに留まらず、SDM（shared decision making）に

よる医療側からの丁寧な説明による治療を選べる体制を整備する必要がある。 

また、JR 等公共料金の差別。医療費助成の他障害との格差問題や障害者年金の受

給要件、等級の基準による運用が、実生活の実態に耐えうるものであるようにして

いくことが重要である。 

就労については、職業安定所によっては障害者雇用窓口で精神障害者に対して診

断書の提出がルーチン化されている事実などを鑑み、障害種別間の格差是正が必要

である。あわせて定着率、再発予防にもつながる IPS モデルを取り入れたい。 

今日、統合失調症圏の方たちは、かつての入院中心医療から通院中心医療に実態

として推移してきている。重度慢性の状況にある場合でも地域で生活を送っている

方も少なくない。精神障害・疾患があっても、人として地域生活を送ることができ

る感覚を世間に浸透させることなしに、人権侵害は解消しない。 

「精神障がい者は危険」「精神病院に入院させるべき」との科学的教育の欠如と

あいまって、社会的偏見や差別として形成され助長・増幅されている。人権教育と

は別に精神の障害に関する啓発教育を位置づけるべきである。精神の障害に係る何
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かのときに地域社会が受け入れられるようにするには、当事者、家族にのしかかる

過剰な負担の実情を伝えると共に啓発教育が大切である。 

また、「重度かつ慢性」的な状況に位置づけられる当事者の実態把握をすすめる

ことは重要である。これは長期入院者の地域移行のカテゴリーから分離することな

く、地域で生活を実際に送っている方の事例掌握することで地域生活支援のあり方

を検証することにもつながる。 

そして、隔離や身体拘束を行うことは一定の要件を満たせば違法ではないが、実

際には治療でもないものを「治療」と称して行ったり、転倒予防のためと言って安

易に行っているといわざるを得ない例が少なくないと聞いている。自分の家族がこ

のような状況の精神科病院に入院すると言ったら気が気ではない。厚生労働省は

「増加の関連要因についてはわからない」としている。しかし「わからない」では

なく、重大な人権の制限である身体拘束が、10 年かけて 2 倍にもなっている事実に

ついて、その背景と要因を国としてもしっかりと調査し、それに基づく対策が必要

である。特に病院内における可視化と開示義務を規定することが求められる。 

これらの背景には、精神障害者の権利剥奪は精神科医療の特例に見られる低医療

費制度体系と表裏一体の問題でもあることを忘れてはならない。よって、精神障害

者の計画においては、精神科医療政策との整合性も欠かせないことを記しておく。

また、障害のある女性については「分野横断的事項」に位置づけられている。例

えば、精神薬の服薬と妊娠・出産に係る課題（医師から子どもは持たないようにア

ドバイスされる）などを含めて、障害者権利条約 6条の履行が必要と思う。 

障害者権利条約の批准に伴う国内での履行を確実なものとするためにも、アジア

太平洋障害者の 10 年・第三次十年の実施、仁川戦略の達成。SDGs の国内実施と連

動する計画が求められる。 

 

●医療保護入院の家族等の同意の廃止 

医療保護入院と保護者制度は密接な関係がある。本人が入院に同意していない場

合で、入院する必要があるとき、「保護者」の同意で入院させることができた。しか

しこの制度は、嫌がる精神障害者を保護者である家族が無理やり入院させるという

印象が濃く、しばしば家族と本人との間で軋轢を生じた。家族は本人に恨まれると

いう不安が強く残り、退院後の家族関係を悪化させる原因にもなった。 

今回の法改正で、家族会としては保護者制度が廃止されるのだから、医療保護入

院は代弁者制度など他の権利擁護の方策を用いるべきだと考えていた。しかし他の

代替え制度は整備できず、また相変わらずの「家族主義」の考え方もあって、「家族

等の同意」が残ってしまったことは極めて残念である。 

「保護者制度」がなくなった時の、医療保護入院のあり方について、各分野が連

携して十分な議論と用意をしておくべきであった。家族会としても法律に家族等の

同意を明記することは他科においてはなく、精神科についてのみ明記するのは差別

であると主張したが、最終的には 3年後の見直しを附則に入れるということで、苦

渋の決断をせざるを得なかった。 

 

●家族支援の取り組みと啓発教育を 

みんなねっとではその設立以来様々な家族支援の取り組みをしてきた。家族の実

態を知るため全国の家族会を対象に家族調査を行った。調査結果によると本人が初
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めて精神科を受診したとき９割に上る家族が精神疾患に関する知識に乏しく情報

から孤立している。また、根強い偏見が残る社会から孤立し、支援が必要にもかか

わらず、支援からも孤立している。以上３つの孤立に苛まれている実態が明らかに

なった。この家族が抱える３つの孤立からの脱却に向けた具体的な活動が計画に反

映されてこそ意味がある。 

・家族支援のシステム化 

そこで孤立からの脱却を目指し、訪問による本人を含む家族全体を支援する技術

（行動療法的家族療法）の実践が必要不可欠と考える。 

とりわけ、医療アクセスの状況が厳しい、未治療者、治療中断の中にある本人の

回復には、単に福祉だけでなく医療を含めた多職種での家族を一体的にとらえた支

援が効果を発揮すると思われる。（医療・福祉・司法などのチームで）危機介入の機

能を確立することと行動療法的家族支援のシステム化を強く望む。また、専門家の

ほかに家族間のピアサポート支援をフォーマルなシステムに組み込むべきである。

・「こころのバリアフリー教育」の目的・目標について義務教育課程での啓発教育

のカリキュラム化を 

生涯を通じて５人に 1 人が精神疾患と診断されうるという現代。９割に上る家

族が精神疾患に関する知識に乏しく情報から孤立している実態や障害者権利条約

第８条「意識の向上」に、「教育制度のすべての段階（幼年期からのすべての児童に

対する教育制度を含む）において、障害者の権利を尊重する態度を育成すること。」

と明記されている以上、あらゆる教育段階において障害のあるなしにかかわらず、

すべての児童生徒に教育すべきである。 

精神疾患を含む心の健康の福祉教育は障害児者の人権啓発とともに、「精神疾患

等に関する正しい知識を体感的に身に着けさせることは精神疾患患者の未治療期

間の短縮となり、精神障害者の回復を早めることにもなる。更に、精神疾患に至ら

なくとも心に不調を感じた時にも対処方法を身につけられるという効果もある。 

以上のようなことから義務教育段階からの心の健康に関する体感的な福祉教育

は大切であると考える。また、教職員に対する研修も必要といえる。 

以上は厚生労働省のメンタルリテラシーにも合致する。しかし、メンタルヘルス

リテラシー」は、疾病に関する教育が、知識を増やすことには効果的であっても、

精神障害者に対する態度の変容には影響がないことが、国際的にも、先行研究で明

らかになっている。厚労省が「心の病気になってしまったら」との表記があるので

仕方ないが、「なってしまう」という表現は、病気や障害をもつことへのネガティブ

なメッセージを内包したものである。そのため、逆に児童・生徒に新たなる精神疾

患に対する誤解や偏見、さらには恐怖心を植えつけてしまう危険性をはらんでいる

ことを懸念し「福祉教育」を実施することで、その危険性を回避していく計画も大

事である。つまり、自分自身や自分に一番身近な人や友達の変化に敏感になり、察

知したときに行動できるようになる福祉教育計画が大事である。 

〈教育は最大の予防と偏見・差別の解消の手段〉 

１．「心の病気（精神疾患）のこと」を誰もが知っているようにする 

２．「心の病気は予防が大切であること」を教える 

３．「心の病気に早く気づき」「もし心の病気になってしまったらどうしたらいい」

「心の病気の人にどう接したらいい」について義務教育（小･中）と高等学校
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段階までに備える教育が重要。 

例えば、オーストラリアの精神保健プログラムプログラム，マインドマターズな

どが参考となる。（月刊みんなねっと 2016 年 9 月号特集「メンタルヘルスと福祉教

育をめざして」、2015 年 10 月号の特集「精神障がい・精神保健の正しい教育を」参

照されたし） 

 

伊藤委員 

障害者基本計画（第 3次）の「１.基本理念」にあるように、「すべての国民が、

障害の有無にかかわらず（以下省略）」「社会への参加を制約している社会的な障壁

を除去するために」は何を具体的に取り組むべきかを明確にしなければならないと

考えます。その「障壁」とは人が作り出したものであり、具体的には人が作り出し

たものに他ならないと考えます。そのもっとも具体的な例は様々な分立した「法律」

ではないでしょうか。人が作り出したものは人によって改革することも改編するこ

とも可能なはずです。将来に向けての理想も盛り込むべきではないでしょうか。 

単に「谷間」の問題ではありません。全ての「障壁」を取り除かなければならな

いのです。まずは障害者手帳の在り方について検討を行うべきです。 

障害であろうと、高齢であろうと、子どもであろうと、難病や長期の慢性疾患で

あろうと一切の区別をすることなく、社会の支援が必要な人には必要な支援を行う

ことを明示していただきたい。それを阻み、区別し、対象を選別するのは差別解消

法の精神から見ても妥当なことではありません。政府が最も力を入れるべき課題で

あると思います。 

 

河井委員 

・第４期障害福祉計画に障害児の項建ができた。障害者基本法においても必要と考

える。 

※第４期障害福祉計画で障害児、特に医療的ケアに関して取り上げられることと

なっているが、障害者基本計画での位置付けが無ければ必要ではないか。 

・平成 27 年 1 月から「小児慢性特定疾病児童等自立支援事業」が開始され、小慢

児等の自立とは何かということから始まり、その対策等が議論されている。自立

とは就業し、賃金を設ける事だけではなく、重症心身障害児者がいることにより

周りの雰囲気が明るくなり、和やかさを醸し出す、というような事も自立の一種

であるというような基本計画づくりをご検討願いたい。 

・障害者基本法で言われる「自立」とは「障害者の自立及び社会参加の支援等のた

めの施策を総合的かつ計画的に推進することを目的とする。」とあり、支援を得

ながらも社会に参加していくことを目指している。一方介護保険法では「その有

する能力に応じ自立した日常生活を営むことができるよう、必要な保健医療サー

ビス及び福祉サービスに係る給付を行う」とあり、日常生活での自立を目的とし

ている。したがって、安易な介護保険優先の論理に迎合することなく、障害者の

自立をしっかりとした文言として入れるべきであると考える。 
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佐藤委員 

Ⅰ．障害者基本計画（第４次）について 

○位置づけ 

障害者権利条約批准後、最初に立案される計画であることから、条約の完全実施

に寄与する内容とすべきである。そのため、タイトルや構成を含めて、第３次計画

から大きく刷新すべきである。 

○対象期間 

対象期間については、国連障害者権利委員会による政府報告の審査の期間に対応

して、現行のまま５年計画とすべきである。 

○構成 

障害者権利条約との対応関係がわかりやすいように分野別施策の項目を再編す

べきである。条約の条文構成は以下のとおりである。 

第 5条：平等及び無差別、第 6条：障害のある女子、第 7条：障害のある児童、

第 8条：意識の向上、第 9条：施設及びサービス等の利用の容易さ、第 10 条：

生命に対する権利、第 11 条：危険な状況及び人道上の緊急事態、第 12 条：法

律の前にひとしく認められる権利、第 13 条：司法手続の利用の機会、第 14 条：

身体の自由及び安全、第 15 条：拷問又は残虐な、非人道的な若しくは品位を

傷つける取扱い若しくは刑罰からの自由、第 16 条：搾取、暴力及び虐待から

の自由、第 17 条：個人をそのままの状態で保護すること、第 18 条：移動の自

由及び国籍についての権利、第 19 条：自立した生活及び地域社会への包容、

第 20 条：個人の移動を容易にすること、第 21 条：表現及び意見の自由並びに

情報の利用の機会、第 22 条：プライバシーの尊重、第 23 条：家庭及び家族の

尊重、第 24 条：教育、第 25 条：健康、第 26 条：ハビリテーション（適応のた

めの技術の習得）及びリハビリテーション、第 27 条：労働及び雇用、第 28 条：

相当な生活水準及び社会的な保障、第 29 条：政治的及び公的活動への参加、

第 30 条：文化的な生活、レクリエーション、余暇及びスポーツへの参加、第

31 条：統計及び資料の収集、第 32 条：国際協力 

たとえば、条約第 6条、第 12 条、第 13 条、第 23 条、第 31 条は第３次計画から

欠落している。また、条約第 9 条、第 20 条については第３次計画で「生活環境」

に、第 15 条、第 16 条については「権利擁護の推進」に、第 29 条については「選挙

等における配慮等」にまとめられているが、条約の規定からは不十分である。さら

に、条約第 30 条の規定や東京オリパラの開催を踏まえ、「教育，文化芸術活動・ス

ポーツ等」としてひと括りにすべきではない。 

 

Ⅱ．基本的な考え方 

○基本理念 

日本が条約を批准して最初の計画作成であることから、冒頭に条約の目的（第 1

条前段）、社会モデル（第 1条後段）、原則（第 3条）を明記すべきである。 

○基本原則 

条約第 6条を踏まえ、障害のある女性に対する複合的差別の解消を追加すべきで

ある。 
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また、原則規定であることから、障害者基本法第 3条を根拠としている「地域社

会における共生等」の「可能な限り」の文言（2ヵ所）を削除すべきである。 

さらに、条約第 2条において、 

「障害に基づく差別」とは、障害に基づくあらゆる区別、排除又は制限であっ

て、政治的、経済的、社会的、文化的、市民的その他のあらゆる分野において、

他の者との平等を基礎として全ての人権及び基本的自由を認識し、享有し、又

は行使することを害し、又は妨げる目的又は効果を有するものをいう。障害に

基づく差別には、あらゆる形態の差別（合理的配慮の否定を含む。）を含む。 

とされており、これを「差別の禁止」に盛り込むべきである。 

○国際的協調 

条約第37条で締約国と国連障害者権利委員会の協力が規定されていることから、

日本が条約を批准したことを踏まえ、この趣旨を盛り込むべきである。 

 

基本原則 (3)国際的な協調 

2015 年に国連で採択された持続可能な開発目標（SDGs）の実施については、内閣

府の基に SDGs 推進本部が設置され、SDGs 実施指針の策定が進められている。この

SDGs のゴールや指標の中には、障害者について言及がなされている。本基本計画に

おいても、SDGs 達成のための取り組みについて盛り込むべきである。 

 

○権利条約に相応する項目立てをして、欠格条項見直しをその中で扱うこと（再掲）

欠格条項の見直しは、障害者権利条約第四条「一般的義務」１項 b （※）との対

応で取り扱われるべき基本的課題であり、第四次障害者基本計画では、権利条約に

相応するような項目を立てて（例: 社会的障壁の除去、権利擁護）、その中で扱う

べきである。 

※ 条約第四条１項 b 障害者に対する差別となる既存の法律、規則、慣習及び慣行を修正し、

又は廃止するための全ての適当な措置（立法を含む。）をとること。 

 

柘植委員 

・用語の問題（英語訳と日本語訳） 

“inclusion” “full inclusion” “inclusive” “inclusive education”

“inclusive society” “social inclusion” ・・・等の用語の日本語訳が統一さ

れていない（省庁間で、さらには同一省庁の中でも）ので、整理する（各省庁横断

的に、全体的に目配りして）。 

それらの用語は、日本語では、共生社会 インクルーシブ インクルーシブ教育

インクルーシブ教育システム、包容、包容する教育、包摂、社会的包摂・・・。 

（中央教育審議会の教育振興基本計画部会（第 7回、第 8回）での発言。障害者

政策委員会（第 30 回 2016 年 10 月 21 日（金））での発言。） 

 

今後の障害者政策が、一般国民にも分かりやすいものにするために。 

この分野の学術研究の一層の充実につなげるために。 

この分野を国際的な視点から捉えるために（国際比較を容易にするためにも）。 
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山崎委員 

憲法に規定される幸福追求権や生存権の観点から計画を作成すべき。 
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Ⅱ 分野横断的事項 

 

安藤委員 

■通学中、学校内、通勤中、職場内での人的支援の提供の在り方について 

障害者差別解消法および改正障害者雇用促進法の施行により、学校設置者や雇用

主について合理的配慮の提供義務が課せられた。 

しかし、障害者政策委員会差別禁止部会の「『障害を理由とする差別の禁止に関

する法制』についての差別禁止部会の意見」（平成 24 年 9 月 14 日）や社会保障審

議会障害者部会の「障害者総合支援法施行 3年後の見直しについて」（平成 27 年 12

月 14 日）に見られるように、通学中、学校内、通勤中、職場内での人的支援が合理

的配慮によって提供されるべきなのか福祉サービスによって提供されるべきなの

かについて、未だ結論が出ていない。 

一方で、平成 30 年 4 月 1 日に施行される改正障害者総合支援法では、重度訪問

介護について、医療機関への入院時も一定の支援を可能とすることが盛り込まれて

いる。これは、医療機関による合理的配慮と福祉サービスの役割分担のなかで、福

祉サービスが一歩踏み込んだ事例である。 

したがって、長年の課題となっている通学中、学校内、通勤中、職場内の人的支

援についても、早期に結論を出すべきである。 

 

石川委員長 

・障害統計の整備 

 

石野委員 

どの分野においても、まずその情報に「自由に・確実に」アクセスできる環境を

整えることを明記する必要があるのではないか。 

障害者にとって、情報の取得の「しやすさ」、取得した情報の「わかりやすさ」は

それぞれの権利を行使するためにも「情報アクセシビリティ」に配慮することは分

野に関わらず必要な「環境整備」として考えるべきである。 

 

大日方委員 

障害者に関する統計の取り方について、ニーズを正確に把握するための調査の工

夫、あり方について検討することが必要。 

障害者手帳を持たない高齢障害者の増加、障害者の多様な暮らし方の変化に柔軟

に対応していくためにも、また、就労状況や生活支援などにおいて性別の違いによ

り、どのような配慮が必要なのかなど、政策を検討するために必要な実態を把握し

やすくするための工夫が必要。障害のある女性の権利を守る取組を行うためにも、

統計の取り方を工夫する必要がある。 

 

加藤委員 

〇 障害児者が地域で生きる時、彼らの各種様々なニーズに対して一個人、一職種、

一機関で完結することはありえない。結果として縦横の時間的・空間的な各種連

携が不可欠である。それらを促進するための制度的な規制緩和策や促進策が必要

である。 
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〇 縦横連携の効果的で効率的な展開のためには当事者の情報の共有が不可欠と

なる。そのための tool としてのハード、ソフト両面からの手立ての構築が不可

欠である。もちろん、この情報の所有者は本人であることは言を俟たない。 

 

河井委員 

・高齢障害者の課題 

生活支援、社会参加、スポーツ、芸術等に関して 

包括ケアシステムとの関わり 

 

佐藤委員 

Ⅱ．基本的な考え方 

○インクルージョンについて 

条約第 3条で「包容」（インクルージョン）の原則が掲げられ、また、第 19 条、

第 24 条、第 26 条、第 27 条などの各則でも「包容」（インクルージョン）に言及さ

れている。特に第 19 条は、保護の客体から障害のない人と平等な権利の主体へパ

ラダイムを転換する、この条約の基礎となる条文とされている。よって、すべての

分野においてインクルージョンの観点から施策が進められるべきであり、「各分野

に共通する横断的視点」に盛り込むべきである。 

○立法府や司法府に関する事項について 

条約第 1条では「全ての障害者によるあらゆる人権及び基本的自由の完全かつ平

等な享有を促進し、保護し、及び確保すること」が目的とされていることから、立

法府や司法府における条約の実施状況についても監視が求められている。 

当面、この監視が適切に行われるように、両者の協力を得ながら障害者政策委員

会として状況把握をできるようにすべきである。 

その上で、立法府と司法府に関する監視の具体的な体制を、国として第４次計画

の期間中に構築すべきである。 

○障害者の自己決定の尊重及び意思決定の支援 

条約第 12 条に関する国連障害者権利委員会の一般的意見第一号（2014 年 5 月 19

日版）では、 

法的能力の行使における支援では、障害のある人の権利、意思及び選好を尊重

し、決して代理人による意思決定を行うことになってはならない。 

とされており、意思決定の支援については、これを踏まえ行うべきである。 

○欠格条項に代表される法制度の障壁の総点検と根本的な見直し（再掲） 

2001 年から 2002 年にかけて主な法令の欠格条項見直し改正がされたが、それ以

降は包括的な調査及び見直し作業は行なわれていない。この間に権利条約採択と日

本政府の批准、差別解消法の施行という進展があったことを反映できていない。従

って、第三次基本計画※１を継承しつつ、「行政サービス」という区分にとどまら

ず、欠格条項に代表される法制度の障壁の総点検と根本的な見直しに取り組む第四

次基本計画策定が求められている。 
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○成年被後見人等の権利の制限に係る関係法律改正（※２）（再掲） 

欠格条項見直しと重なることで、併せて扱われなければならない。この課題の遂

行、及び、成年後見制度のありかたについて、権利条約に照らして成年後見制度利

用促進委員会のみならず政策委員会においても（例えば合同の会議を設けることも

含めて）更なる議論が必要である。 

○SDGs 実施枠組みでの障害者問題の主流化を 

2015 年に採択された SDGs は、「誰も取り残されない世界の実現」を目指してお

り、その目標達成のために実施される国内外での取り組みにおいて、障害者や女性

への配慮が不可欠となっている。SDGs 実施指針案の主要原則の中には、包摂性と参

加型が明記されていることから、今後 SDGs 推進本部を中心とした SDGs 実施過程に

おいて、障害の問題を女性や子供等と同様、横断的な課題とし、障碍者団体の代表

が参加する形での省庁横断的なステークホルダー会議の設置や、円卓会議への障害

者団体の代表の参加等、国内外における SDGs 実施枠組みを障害者の問題を主流化

した形で策定できるよう努める必要がある。また、SDGs の指標の達成状況をしるた

めの基礎データを収集するため、適切な統計データを取るための調査が必要であ

る。 

※１ 第三次障害者基本計画 ９．行政サービス等における配慮（４）国家資格に関する配慮

等 ○ 各種の国家資格の取得等において障害者に不利が生じないよう，試験の実施等にお

いて必要な配慮を提供するとともに，いわゆる欠格条項について，各制度の趣旨も踏まえ，

技術の進展，社会情勢の変化等の必要に応じた見直しを検討する。9-(4)-1  

※２ 「成年後見利用促進法」第９条「成年被後見人等の権利の制限に係る関係法律の改正そ

の他の同条に定める基本方針に基づく施策を実施するため必要な法制上の措置について

は、この法律の施行後三年以内を目途として講ずる」 

 

柘植委員 

・発達障害児者の教育や福祉等の横断的な事項 

（教育分野における「個別の教育支援計画」「個別の指導計画」の他分野との接続）

改正された発達障害者支援法（教育（第８条））に「個別の指導計画」「個別の教

育支援計画」の作成と活用について明記されたことを踏まえて、発達障害児者の早

期から生涯に渡る必要な支援を、それぞれの年齢やライフステージや機関等で閉じ

ることなく、個人情報の保護の視点も踏まえながら、包括的な一つの計画として構

築し運用する。（諸外国の先進的な制度や実践を参考にして） 

そもそも、作成を奨励するのではなく、法令上作成を義務付ける必要がある。（諸

外国の先進的な実態を踏まえて。） 

 

・大学における発達障害者への就労支援の充実 

すべての大学・高等専門学校における発達障害学生への支援プログラムの構築を

行う。 

発達障害支援コーディネーターの創設の検討も。 
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山崎委員 

① 事業所やグループホームを既存の建物や住居を活用して整備する際に障壁と

なる法律（建築基準法や消防法）については、障害者の地域移行などが阻まれる

ことのないよう規制緩和に向けた省庁間の連携の強化と速やかな対応が図られ

るべきである。 

② 障害のある方の日中活動の場や施設で生産した生産品等の販売などが広く行

えるよう、民間施設（鉄道の駅や空港など）であれば社会貢献としての場所の提

供、また、公共施設（公園など）の利用における規制緩和など更なる推進がなさ

れるべきである。 

③ 障害福祉計画との連動性のある計画にし、抽象的な文言ではなく、実態調査な

ど現状を把握したうえで、より実現可能性のある実施計画を盛り込むべき。 

④ 幼児期から成人期、高齢期までシームレスな仕組みにすべき。 

 


